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と言い換えられる。本論文は，企業が重要特許を
外国に出願することに着目し，日本企業の外国特許出願，つまり，特許のグローバル化
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図12　小松製作所の特許グローバル化
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であり，この生産性を高めることが現代の企業にとって
環太平洋圏経営研究　第17号
- 44 -
最も重視すべきである。企業間の研究開発競争は激しく，その競争の勝敗が企業の盛衰に直結
するため，企業は日々生き残りをかけて戦っている。その企業の勝敗を決めるのは，多くの場
合，速さ（スピード）である。
　その競争の激しさは，素材開発企業より部品組立企業の方が，比較的穏やかである。その理
由は，次のことから明らかである。部品組立企業は，世の中の流行や社会インフラや人々の考
え方に左右されるため，それらを無視した早すぎる新製品や顧客が理解できない飛躍的で時代
を先取りし過ぎた新製品は，時期尚早となり，市場に受け入れられない。一方，素材開発企業
の研究開発の成果物は，個人の顧客が判断するのではなく，専門家の企業が見極めるため，今
までの素材よりも優れていれば採用される。素材開発企業の研究開発は，速さがすべてであり，
速ければ速いほど競合他社に差をつけて，市場を独占できる。つまり，素材開発企業は速さを
武器にする企業である。図21に示したように，素材開発企業の特許グローバル化速度が部品組
立企業に比べ大きいことは，速さを武器する素材開発企業の特徴が明確に現れていると言える。
　この速さは大企業ほど遅くなる。企業が大きくなると，品質管理部，品質保証部，知的財産
部，法務部，総務部，経理部，企画部，人事部，製造部，工程管理部，資材調達部，設備部，
整備部，営業部などの部門が多くなり，そこに配属される人も多くなる。それに伴い，それぞ
れの部門の連絡や調整に多大な時間を要し，会議前の根回しが増加し，会議に出席する時間や
内向きの書類作成が，仕事のほとんどを占めることになる。これが大企業の速さを減速させる
主原因であ｠る。
　そのため，速さを武器する素材開発企業は中小企業やベンチャーが多く，部品組立企業と比
較して大企業が少ない。ちなみに，部品組立企業で働く人は，60分間の試験で時間終了のチャ
イムがなるまで考え70点（100点満点）を取る人が適しているが，素材開発企業で働く人は，
60分間の試験でも10分間で試験場を出て60点（100点満点）を取る人が適している。試験の点
数より速さが優先されるのが素材開発企業である。１日でも早い特許取得が雌雄を決する素材
開発企業は，速さが企業の運命を握っている。仕事が速いと失敗しても挽回がきき，新たに生
まれた時間で他の多くの仕事にトライできるため，素材開発企業の研究開発には60分間試験を
10分間で切り上げる人が適している。大企業でも速さを大切にする企業はあるが，中小企業や
ベンチャー企業の速さには遥かに及ばない。
　素材開発企業の研究開発では，演繹手法が使われることが少なくない。これは速さを重視す
るためである。演繹は，命題から経験や実験によらないで，論理的法則のみによって新しい帰
結を導き出す手法である。その対極にある帰納は，特殊な事例や事実や実験から一般的な結論
を導き出す手法である。素材開発企業が演繹手法を多用するのは，速さに拘泥するためである。
帰納のように，多くの事例や事実を集める時間が不要な演繹は，速さを武器する素材開発企業
の研究開発に適していると言える。しかし，演繹手法は，企業内の関係部門や上司を説得する
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には不十分である場合が多い。なかでも，帰納手法による事実や実験データがないと，大企業
の会議や決裁で認められない場合が多くなる。部品組立企業の大企業では，多くの部門を説得
する必要があるため，帰納手法による膨大な実験データや詳細な観察記録が必要となり，それ
を作り出す長い時間と労力が速さを犠牲にすることになる。
　部品組立企業は，大型機械や発電所や航空機などを組み立てるため，非常に多くの部門や人々
の共同作業になる。他方，素材開発企業は，一人で新素材を発見することは十分可能である。
大企業の仕事の速さは，多くの部門の仕事の速さの平均値になることはなく，一部の最も遅い
部門が足を引っ張ることになるため，仕事の速さは大企業ほど遅くなる。このことは，素材開
発企業が大企業に適さない理由の一つである。
　海外拠点への進出や外国への製品輸出などの企業のグローバル化は，豊富な資金力と人材を
有する大企業の方が中小企業よりも勝っていることは事実である。しかし，上述のように，特
許グローバル化速度は，大企業の多い部品組立企業よりも，素材開発企業の方が遥かに優れて
いる。一般的には，豊富な資金力や多くの海外拠点を持つ大企業が多い部品組立企業の方が，
グローバル化の点で優れていると考えがちである。しかし，本論文が指摘する特許グローバル
化速度の物差しでは，速さを武器した素材開発企業が明らかに優れている。速さを最優先する
企業戦略が叫ばれる今，部品組立企業よりも素材開発企業が，間違いなく時代を先取りしてい
ると言える。
６章　素材開発企業の課題
　日本の部品組立企業は，コストダウンを目論んで価格の安い素材や部品を中国などの企業か
ら購入した結果，大きな品質事故になるケースが頻発している。中国の素材メーカーが，日本
の顧客企業に事前通告なしで素材の組成を勝手に変更するサイレントチェンジ問題22）が多発
している。部品組立企業はこれほど大変な事件を起こしているにもかかわらず，できるだけ安
い素材調達に余念がない。部品組立企業は，日本国内で健全な素材開発企業が育ちにくい状況
を作り出していると言える。
22）日経ビジネス2015年３月２日　「中国の素材メーカーが部品組立企業の許可なく，素材の組成を変更した
ため，日本の大手電機会社が大トラブルを起こしたサイレントチェンジ。日立コンシューマーエレクトロ
ニクスが発表した液晶テレビとデジタルチューナーに付属するACアダプターの不具合は，知らぬ間に赤リ
ンが使われていたサイレントチェンジが原因」「安全にかかわる大事な部品を，管理の及ばない海外で製造
していいのか，考え直すべきだ。今は電機メーカーの事故が目立つが，世界に調達網を広げる自動車でも，
いずれこうした事態が深刻化する可能性が高い。調達を広げるほど新たなリスクに直面することを，サイ
レントチェンジは映し出している」
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　日本における部品組立企業と素材開発企業は，親会社と下請け会社の古い関係が残っており，
素材開発企業は部品組立企業からコストダウンを迫られる構図が現存していることは事実であ
る。部品組立企業と素材開発企業の力関係は，素材力で決まる。そのため，同じ素材を多くの
企業が製造可能であれば，主導権は部品組立企業が持ち，低価格化競争を強いられる。逆に，
一つの素材開発企業だけが製造可能である場合は，主導権は素材開発企業が持ち，その素材価
格が非常に高くなり，莫大な利益が素材開発企業にもたらされる。一般的に，主導権は部品組
立企業に握られる場合が多く，素材開発企業の社会的地位は部品組立企業に比べ低い。
　素材開発企業は，ハイリスク・ハイリターンの研究開発が主体であり，確実に収益を稼ぎ出
し株主に着実に利益を還元することを義務付けられた大企業には適さない。大企業は豊富な資
金力や技術を活用した研究開発に適しており，部品組立企業に向いている。素材開発企業は，
豊富な資金力を持つ大企業である必要はない。この点が，必ずしも大きな資本力を必要としな
い素材開発企業に，中小企業やベンチャーが多い理由である。素材開発企業は，知恵さえあれ
ば良いので，企業の規模は問わない。このことが仇となり，素材開発企業は部品組立企業の子
会社や下請け企業と見られる場合が多い。前に述べたように，画期的な新素材を開発した素材
開発企業が，大企業である部品組立企業を支配する例は少なくない。しかし，素材開発企業が
部品組立企業の子会社や下請け企業としての位置づけは，紛れもない事実である。このことが
素材開発企業の将来を危うくしている。
　素材開発企業が科学に立脚しているため，材料に関する基礎科学の学習は必須になる23）。と
ころが，日本の大学における金属工学，金属材料学，金属加工学，金属鋳造学，鉄鋼材料学な
どの金属材料に関する講座や学部や学科が次々と廃止，統合され，日本から姿を消してい
る｠24）。素材開発の基礎学問である材料力学，熱力学，流体力学，機械力学，材料学などの講義
も消滅の一途を辿っている。それらの基礎学問は，座学だけがわずかに生き残っているが，実
23）岩手大学の鋳造･金型工学，東京工業大学の金属熱処理コース，岐阜大学の金型創生技術研究センター，近
畿大学の鋳造工学専攻，九州工業大学大学院の先端金型専門コース
24）素形材産業における新産学連携の促進に関する調査研究報告書　2008年３月　社団法人 日本機械工業連合
会　財団法人 素形材センター　「大卒者の知識や能力に対する企業の評価は低い。大卒採用者の能力につ
いて2/3近くの企業が不満。素形材技術及び他の加工技術，材料，四力学等の工学知識や実践的知識が不十
分」「大学における最大の問題点は，若手教員の素形材（鋳造を含む）分野からの離脱であろう。これに加
えて，国公立大学の独立法人化と私学での生き残り作戦が材料系学科の整理･統合に拍車をかけてきた。こ
の16年間で80大学のうち50の大学でこれらの再編が行われ，特に2004年から2008年にかけては28件の再編
が行われ，その後も毎年２～４件の割合で再編が進行しそうである。これらの再編比率は60％近くになり，
殆ど全ての材料系学科が対象になっている。この傾向は鋳造分野において特に著しく，わが国の大学で鋳
造を専門とする教員数の減少は甚だしい。最近ではこの分野の教員数は東京大学を始めとする国公立大学
ではゼロに近く，鋳物研究所が著名であった早稲田大学に代表される私立大学においても殆ど全滅に近い」
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験や実習などの身を持って体験できるカリキュラムはさらに少ないのが現状である。
　これでは，日本の未来を担う素材開発企業を維持できる人材は育たない。逆に，中国の大学
では，昔の日本と同じような金属工学，金属材料学などが大変多い。現在，国立大学で繊維学
部を持つのは信州大学だけである。繊維学科は，信州大学，福井大学，京都工芸繊維大学の３
大学に僅かに残っている。上述したように，日本は，最先端材料である炭素繊維の全世界の
70％を生み出し，繊維強化素材のリーダー企業を抱える国である。何故，これほど少ない繊維
学科になってしまったのか。
　日本の大学において金属材料学科や繊維学科が極端に減少している原因は，希望する学生数
の減少である。学生は，テレビCMなどで有名な部品組立企業（トヨタ自動車やパナソニック，
日立製作所など）に就職を希望するが，学生に馴染みのない素材開発企業に関心を持つ学生は
ほとんどいない。たとえば，日本の炭素繊維を使用するボーイングの飛行機は，東レなどの日
本企業が素材や材料を供給しなければ製造できない。学生は日本企業の炭素繊維の素材力が世
界一であることを知らない。逆に，衣服の大部分を中国から輸入し，日本が繊維の輸入国であ
ることを多くの学生は知っている。そのため，繊維学科を希望する学生は減少の一途を辿って
いる。日本の大学から繊維や金属という専門分野がなくなる日は，それほど遠くないと考えら
れる25）。
　学生が持つ素材開発企業のイメージは，黒い煙が立ち上る高熱の職場，汗臭い汚い職場，耳
を劈く騒音振動の職場，健康に悪い粉塵や劇薬を扱う職場，三交代による重労働などであり，
これ以上悪い表現はない程，若者から嫌われている。これでは，近い将来，日本の素材開発企
業が研究開発力世界一を返上することは間違いない。逆に，若者の多くが，部品組立企業に比
較的良いイメージを持っている。その背景は，部品組立企業が，テレビCMによる環境に優しく，
明るい未来を見据えた企業イメージがあり，素材開発企業に比べ大会社が多く，優良企業のイ
メージが社会的に定着しているためである。素材開発企業が部品組立企業の下請けのように映
ることが，若い学生が素材開発に関する学部を選択しない大きな理由である。
　素材開発企業が新素材を部品組立企業に供給し始めて世の中の役に立つものとなる。素材開
発企業だけでは世の中に役立つ製品を作ることはできない。しかし，新素材がなければ，部品
25）素形材産業における新産学連携の促進に関する調査研究報告書　2008年３月　社団法人 日本機械工業連合
会　財団法人 素形材センター　「素形材の分野で活躍してきた著名な研究者（大学教員）がここ数年間で
大量退職したが，後継者が十分に育っておらず，多くの大学が素形材関連分野の教員席もしくは講座を取
りつぶしてしまったゆゆしき現状がある。その結果，素形材関連分野の博士号取得者が激減し，優秀な若
手教員が育っていない。若くて覇気のある若手教員が大学にいなければ，学生に魅力のある講義もしくは
カリキュラムを構築することは望むべくもない。この結果，素形材関連分野の知識を身につけた学部卒業
生や大学院修了生も減少し，我が国のモノ作り産業の基礎体力（人材）が徐々に蝕まれている現状を憂える」
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組立企業が作る新製品は存在しないことを，若い学生に教育することが大切である。日本の部
品組立企業が中国などの部品や素材を購入し，製品トラブルに巻き込まれている現状から考え，
素材開発企業は日本の部品組立企業の命運を握っている極めて重要な存在であることを，学生
に説明する必要がある。インテルは，素材開発企業でありながら広告宣伝に多額の資金を投じ
ている。今こそ，日本の素材開発企業も，若い優秀な学生を獲得するために，広告宣伝が必要
なときである。
　画期的な素材や先端材料が，日本企業の起爆剤となり，日本にイノベーションを興し，世界
経済を牽引してきたことは紛れもない事実である。素材の研究開発は，社会を根本的に変革す
る力がある。それらの素材や材料を使った部品を組み立てる部品組立企業が海外に移転し，外
国企業に主導権を取られたことを嘆く前に，日本の素材開発企業の世界をリードする研究開発
力に刮目すべきである。日本は，素材研究開発の実力をさらに研ぎ澄まし，海外企業の追随を
許さない素材開発企業を育てることが大切である。そして，若い学生に素材開発の魅力を理解
してもらう地道な努力こそが，日本の素材開発企業のイノベーションを新たなステージに進化
させる道である。
７章　まとめ
　本論文は，新日鐵住金，武田薬品，旭硝子，日本板硝子，村田製作所，昭和電工，東レ，ク
ラレの素材開発力を中心に研究した結果，素材開発企業と部品組立企業の特許グローバル化速
度の相違を見出し，その原因を深掘りした。本論文が明らかにしたことを箇条書きにする。
１） 武田薬品，旭硝子，村田製作所，昭和電工などの素材開発企業の特許グローバル化速度は，
パナソニック，トヨタ自動車，日立製作所，小松製作所などの部品組立企業よりも大きい。
つまり，素材開発企業は部品組立企業より重要特許を生み出す速度が大きい。
２）素材開発企業の中で武田薬品の特許グローバル化速度が最も大きく，特許グローバル化速
度の大きい順番は，武田薬品に続き，旭硝子，村田製作所，昭和電工，新日鐵住金，クラ
レ，日本板硝子，東レである。
３）部品組立企業である竹中工務店，鹿島建設，大成建設，大林組，清水建設の大手建設会社
は，外国特許出願がほとんどなく，特許グローバル化速度がほぼゼロである。
４）東京電力，関西電力，中部電力，東京瓦斯，大阪瓦斯，東邦瓦斯は，新たな電力やガスを
開発する素材開発企業ではない。そのため，これらの企業は，特許グローバル化速度がゼ
ロである。
５）素材開発企業は部品組立企業よりも多くの重要特許を生み出している。さらに，その生み
出す速度が加速し続けているため，素材開発企業と部品組立企業の重要特許を生み出す研
素材開発企業と部品組立企業の特許グローバル化速度に関する研究
- 49 -
究開発力の格差が拡大している。
６）新日鐵住金の品種別の特許グローバル化速度において，電磁鋼板が一番であり，チタン，
線材，熱延鋼板，軌条，冷延鋼板，鋼管，厚板，表面処理鋼板，ステレンス鋼，棒鋼，形
鋼の順番である。
７）新日鐵住金の特許グローバル化速度を上回っているのは９品種（12品種中）である。その
９品種は，電磁鋼板，チタン，線材，熱延鋼板，軌条，冷延鋼板，鋼管，厚板，表面処理
鋼板である。新日鐵住金は，設備や操業に関する特許を国内出願し，主要９品種だけを重
要特許と位置付け，外国出願する知的財産戦略を採用している。
８）新日鐵住金の特許グローバル化速度を超える製品は，方向性電磁鋼板，高炭素鋼線材，油
井用鋼管，電子ビーム用鋼，金属箔，マルテンサイト系ステンレス鋼，α＋β型チタン合
金，高強度鋼，ホットスタンプ用鋼板，耐疲労用線材，無方向性電磁鋼板，フェライト系
ステンレス鋼の12製品である。なかでも，方向性電磁鋼板，高炭素鋼線材，油井用鋼管は，
重要特許を生み出す速度が非常に大きい。
９）武田薬品は，糖尿病治療薬，癌治療薬，アルツハイマー治療薬の特許グローバル化速度が
大きい。
10）旭硝子は，有機LED素子と有機EL素子の特許グローバル化速度が非常に大きい。
11）村田製作所は，二次電池素材と圧電デバイスの特許グローバル化速度が非常に大きい。
12）昭和電工は，燃料電池素材，炭素繊維，二次電池素材の特許グローバル化速度が大きい。
13）クラレは，燃料電池素材の特許グローバル化速度が大きい。
14）日本板硝子は，ガラス基板の特許グローバル化速度が大きい。
15）素材開発企業の主力製品で特許グローバル化速度のトップ10は，新日鐵住金が３製品，旭
硝子が２製品，武田薬品が２製品，クラレが１製品，村田製作所が１製品，昭和電工が１
製品である。新日鐵住金は，主要製品を絞り集中的な研究開発を行っている。
16）素材開発企業は競合他社が属する業界内だけでなく業界を越えた競争が非常に激しい。素
材開発企業は業界という壁が極めて希薄である。たとえば，鉄鋼業界と化学繊維業界が競
合し，ガラス業界と石油化学業界が競合する。また，素材開発企業には顧客企業の境界も
まったく存在せず，あらゆる業界に新素材の販路を広げている。
17）素材開発企業の製品は，リバースエンジニアリングにより製品を分解しても競合他社が簡
単には製造できない特徴がある。一方，部品組立企業の製品のリバースエンジニアリング
は，製造技術をすべて開示できる。素材開発企業の製品には，特許だけでなくノウハウと
言う透かしが隠されているため，他社の模倣が難しい。
18）素材開発企業の特徴は，顧客が個人ではなく企業であることである。個人の顧客は，価格
やブランドやデザインを重視するが，顧客企業は素材の専門家であり，購入する素材の知
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識も豊富で，その品質や材質にきめ細かく注文や要望を付ける。この注文や要望が素材開
発企業を鍛え進化させる。
19）素材開発企業の名前は，最終製品にはほとんど表示されないため，最終顧客が購入すると
きに素材開発企業のブランドを気にすることはない。素材開発企業は，ブランドを強調で
きない分，素材力を研ぎ澄ます必要がある。
20）特許をオープンにして競合他社の参入を促し市場を拡大する特許のパブリックドメイン化
は，素材開発企業には存在しない。
21）部品組立企業の研究開発規模は大きく，資金力の豊かな大企業だけが研究開発でき，中小
企業やベンチャー企業には不向きである。素材開発企業は，知恵さえあれば，研究開発が
可能であり，中小企業やベンチャー企業も参入できる。
22）素材開発は部品組立よりも基本特許を得やすい。素材自体の特許，すなわち，物質特許は
非常に権利範囲が広く強い。一方，部品組立企業ではプロセス特許が多く，その権利範囲
が狭いため，強い特許を取得することは難しい。
23）素材開発企業は科学を取り扱うことが多く，部品組立企業は技術を取り扱う。素材開発企
業の発明は普遍性があるが，部品組立企業の発明は，特定の環境条件だけに適合したもの
であり普遍性がない。素材開発企業の研究開発の主要な手法は発見であり，部品組立企業
の研究開発の手法は発明である。
24）速さを重視する素材開発企業の研究開発では，帰納よりも演繹が使われることが多い。
25）速さを重視する素材開発企業は大企業には適さない。
26）日本の大学では素材関連の講座や学科が激減しており，近い将来，素材開発企業に必要な
人材を日本から調達できない事態になる。それを防ぐには，素材開発企業はインテルのよ
うに広告宣伝を行い，若い優秀な学生を獲得していく必要がある。
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